
 
 
（当期純損益金額）                                                  （単位：千円） 

 

（単位：千円）

科　　　　　　目 金　　　額 科　　　　　　目 金　　　額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流動資産 流動負債

現金預け金 1,450,038 前受収益 48,782
　預金 1,450,038 未払金 38,837
前払費用 3,158 未払費用 23,213
未収入金 11,205 未払法人税等 12,172
未収収益 67,777 未払消費税等 23,765
繰延税金資産 29,531 預り金 753
その他の流動資産 13,512 賞与引当金 11,714

流動資産計 1,575,223 役員賞与引当金 3,750
その他流動負債 18

流動負債計 163,006

固定資産 固定負債

有形固定資産 11,198 退職給付引当金 2,348
建物 8,953 固定負債計 2,348
器具備品 10,749
減価償却累計額

△

 8,504 負債合計 165,354
無形固定資産 299 （ 純 資 産 の 部 ）

ソフトウェア 262 株主資本 1,446,369 
電話加入権 36 資本金 259,850 

投資その他の資産 25,003 資本剰余金 139,850 
敷金・差入保証金 25,003 資本準備金 139,850 
固定資産計 36,501 利益剰余金 1,046,669 

その他利益剰余金 1,046,669 
繰越利益剰余金 1,046,669 

純資産合計 1,446,369
資産合計 1,611,724 負債・純資産合計 1,611,724

貸　借　対　照　表
2020年3月31日現在

当期純利益 394,883



 

追加情報

　　月31日)第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第28号 

　　2018年２月16日)第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の

　　規定に基づいております。

　　「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８号)において創設されたグループ通算制度への移行

　　及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制

　　度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」(実務対応報告第39号 2020年３

4.　連結納税制度の適用

　　2020年1月1日より、楽天株式会社を連結納税親会社とする連結納税主体の連結納税子会社として、連結

　　納税制度を適用しております。

　　　　　　　　　による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から損益処理

3.　消費税及び地方消費税の会計処理

　　税抜方式によっています。

　　までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準によっております。

　　なお、数理計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。

数理計算上の差異：各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（主として１年）

（4）退職給付引当金

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基

　　づき,必要額を計上しております。また,退職給付債務の算定に当たり,退職給付見込額を当事業年度末

（3）役員賞与引当金

賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、

当事業年度に帰属する額を計上しております。

（2）賞与引当金

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、

当事業年度に帰属する額を計上しております。

（1）貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

定額法により償却しています。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（３年～５年）に対応して定額法により償却しています。

2.　引当金の計上基準

建物　　　６～18年

器具備品　　　５～15年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）

1.　固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しています。なお、主な耐用年数は次の通りです。

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）


